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はじめにはじめにはじめにはじめに    

 

平成７年１月の阪神・淡路大震災の教訓を踏まえて、「建築物の耐震改修の促進に関する

法律（平成７年法律第１２３号。以下「法」という。）」が制定されました。 

中央防災会議で決定された建築物の耐震化緊急対策方針（平成１７年９月）において、建

築物の耐震化については、全国的に取り組むべき「社会全体の国家的な緊急課題」とされ、

緊急かつ最優先に取り組むべきものとして位置づけられたことなどから、平成１８年１月

に法改正がなされました。これを受け、平成２２年２月に「東金市耐震改修促進計画（以下

「本計画」という。）」を策定し、既存建築物の耐震診断や耐震改修など、耐震化施策を総合

的に進めてきたところです。 

平成２３年３月には、東日本大震災が発生、県内で最大震度６弱を観測するなど強い揺れ

に加え、太平洋沿岸を中心に到来した大津波、東京湾沿岸の埋立地や利根川沿いなどの低地

で発生した液状化現象により、甚大な被害が発生しました。大地震はいつどこで発生しても

おかしくない状況にあるとの認識が広がっています。 

さらに、南海トラフ地震及び首都直下地震などについては、発生の切迫性が指摘され、ひ

とたび地震が発生すると被害は甚大なものと想定されています。特に切迫性の高い地震に

ついては発生までの時間が限られていることから、効果的かつ効率的に建築物の耐震改修

等を実施することが求められています。 

このような背景から、千葉県では「千葉県耐震改修促進計画」が平成２８年１月に改定さ

れ、新たな耐震化の目標が設定されました。法では、「市町村は都道府県耐震改修促進計画

に基づき計画を定めるよう努めるものとする。」とされており、本市においても新たな耐震

化の目標を設定する必要があることから、本計画を改定し、既存建築物の耐震化を促進する

ための施策を進め、災害に強いまちづくりを進めるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

計画策定及び改定の経緯 

平成２２年２月       計画策定 

平成２４年６月       木造住宅に対する耐震診断及び耐震改修補助事業の実施について追加 

平成２９年９月       ○ 計画期間を平成３２年まで延長 

○ 耐震化目標値の見直し 

○ 法改正及び上位計画の改定に基づく見直し 
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第第第第１１１１    計画策定計画策定計画策定計画策定のののの趣旨趣旨趣旨趣旨    

 

本計画は、法第６条の規定による「市町村耐震改修計画」として策定するものです。法第

４条の規定により定められた「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的

な方針」（以下「国の基本方針」という。）及び法第５条の規定により千葉県が定める「千葉

県耐震改修促進計画」（以下「県計画」という。）との整合を図るとともに、「東金市地域防

災計画」を踏まえ策定するものです。 

本計画の期間は、平成３２年度を目標年度として、耐震化の目標や建築物の耐震化を促進

するための施策等を定めるものです。 

市は、本計画に基づき県と相互に連携を図りながら、耐震化を促進するための施策を総合

的に推進し、市民等に耐震診断及び耐震改修等の必要性に関する啓発及び知識の普及を積

極的に行い、耐震化に関する意識の醸成及び建築物の安全性の向上を図り、地震による建築

物の被害を最小限に留め、市民等の安全を確保していきます。 

なお、本計画の内容については、一定期間ごとに検証を行うとともに、社会環境の変化等

を踏まえ、所要の見直しを行うものとします。 

 

 

 

 

 

 

  地域防災戦略           住宅・建築物の地震 

 （中央防災審議会決定）     防災対策の推進のため  

               に 

    建築物の       （住宅・建築物の地震 

 耐震化緊急対策方針     防災推進会議提言）                      東金市 

 （中央防災会議決定）                                  地域防災計画 

 

 

 

     建築物の耐震改修促進計画に関する法律                         

                                 千葉県           東金市  

     建築物の耐震診断及び耐震改修の促進 

     を図るための基本的な方針              耐震改修促進計画      耐震改修促進計画 

    （国土交通省告示） 

 

図 1.1.1 計画の位置づけ 

 

  

千葉県 国 東金市 
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第第第第２２２２    建築物建築物建築物建築物のののの耐震診断及耐震診断及耐震診断及耐震診断及びびびび耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修のののの実施実施実施実施にににに関関関関するするするする目標目標目標目標    

    

１１１１    想定想定想定想定されるされるされるされる地震地震地震地震のののの規模等及規模等及規模等及規模等及びびびび被害被害被害被害のののの状況状況状況状況    

⑴⑴⑴⑴    千葉県千葉県千葉県千葉県のののの想定地震想定地震想定地震想定地震のののの規模規模規模規模、、、、被害被害被害被害のののの状況状況状況状況    

① 千葉県による想定地震 

千葉県地域防災計画（平成２６年度版）では、千葉県に大きな影響を及ぼす可能性の

あるマグニチュード７クラスの３つの地震を想定しています。 

 

 

 

表 2.1.1.1 想定される地震の規模等 

想定地震名 東京湾北部地震 千葉県東方沖地震 
三浦半島断層群による

地震 

規模 マグニチュード 7.3 マグニチュード 6.8 マグニチュード 6.9 

地震のタイプ プレート境界 プレート内部 活断層 

震源の深さ 27.8km 43.0km 14.4km 

震度分布 

東京湾岸に震度６強の

地震が広がり、県土の

約 40%が震度６弱以

上、震度７の地域はな

い。 

茂原市、東金市、八街

市、いすみ市などに震

度６弱の地域が散在。

震度６弱の地域は県土

の約 0.3％ 

富津市、君津市、木更

津市を中心に震度６弱

から６強の地域が広が

り、震度６弱以上の地

域は県土の約 5% 

 

  

 

東京湾北部地震 

(ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 7.3) 

千葉県東方沖地震 

 (ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 6.8) 

図 2.1.1.1 想定地震の震源断層モデルの位置

三浦半島断層群

(ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 6.9) 

凡例 

     震源域：

（岩盤ズレの範囲） 
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② 物的被害 

表 2.1.1.2 物的被害の概要 

想定地震名 東京湾北部地震 千葉県東方沖地震 
三浦半島断層群 

による地震 

建物被害 

全壊棟数 68,692 棟 730 棟 6,633 棟 

半壊棟数 151,384 棟 4,594 棟 18,082 棟 

合計 220,076 棟 5,324 棟 24,715 棟 

電力 停電戸数 203,999 戸 286 戸 19,767 戸 

都市ガス 停止戸数 374,533 戸 － － 

LP ガス 漏洩戸数 23,667 戸 35 戸 1,483 戸 

上水道 断水戸数 1,471,675 戸 26,450 戸 113,956 戸 

工業用水 被害箇所数 60 箇所 1 箇所 3 箇所 

下水道 影響戸数 64,694 戸 13,819 戸 13,916 戸 

 

③ 人的被害 

表 2.1.1.3 人的被害の概要 

想定地震名 東京湾北部地震 
千葉県東方沖地

震 

三浦半島断層群

による地震 

死

傷

者

数 

死

者

数 

揺れ（全壊・半壊） 913 人 0 人 68 人 

火災 365 人 0 人 4 人 

急傾斜地崩壊 59 人 17 人 11 人 

ブロック塀等の転倒 54 人 20 人 5 人 

小計 1,391 人 37 人 88 人 

負

傷

者

数 

揺れ（全壊・半壊） 36,099 人 682 人 2,455 人 

火災 1,655 人 0 人 50 人 

急傾斜地崩壊 758 人 219 人 140 人 

ブロック塀等の転倒 1,893 人 685 人 170 人 

屋内収容物の転倒等 1,176 人 112 人 117 人 

小計 41,581 人 1,698 人 2,932 人 

死傷者数合計 42,972 人 1,735 人 3,020 人 

避難者数 
１日後 1,455,977 人 37,379 人 121,253 人 

１ヵ月後 610,880 人 6,448 人 30,225 人 

エレベーター閉じ込め台数 7,963 台 3,597 台 3,512 台 
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⑵⑵⑵⑵    東金市地域防災計画東金市地域防災計画東金市地域防災計画東金市地域防災計画（（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年年年年３３３３月改定月改定月改定月改定））））によるによるによるによる地震被害想定地震被害想定地震被害想定地震被害想定    

本市では、災害の危険性や想定される被害量の算定結果を各種防災対策に反映するた

め、「防災アセスメント調査（平成２６年３月）」において、地震、津波、風水害の予測を

している。これらのうち地震被害想定の概要について示します。 

① 震度予測 

本市直下における地震（震源の深さ 20km、マグニチュード 7.2）を想定地震としま

した。 

市南東部の低地部では震度６強、北西部の台地部では震度６弱から５強が予測され

ました。 

② 液状化危険度予測 

市南東部の低地のうち、砂丘間の低地で、液状化危険度が特に高いと予測され、谷底

平野でも液状化の可能性があると予測されました。 

③ 建物被害想定 

揺れによる建物被害は、揺れが強く古い木造住宅が多く分布する豊成地区、福岡地区、

正気地区、嶺南地区で全壊率が高いと予測された。一方、東金地区は古い木造建物が多

いが、北西部の台地部の震度が比較的弱いため、比較的全壊率が低いと予測されました。 

表 2.1.2.1 揺れによる建物被害予測結果 

項目 

 

地区名 

建物 

棟数 

全壊（棟） 半壊（棟） 
全壊率 半壊率 

木造 非木造 計 木造 非木造 計 

東金地区 4,358 134 6 140 578 23 601 3.2% 13.8% 

田間地区 2,746 93 4 97 321 16 337 3.5% 12.3% 

嶺南地区 2,345 97 2 99 351 9 360 4.2% 15.4% 

城西地区 1,586 51 2 53 209 7 216 3.3% 13.6% 

公平地区 2,485 84 2 86 309 8 317 3.5% 12.8% 

丘山地区 1,644 5 0 5 71 3 74 0.3% 4.5% 

大和地区 1,703 34 1 35 162 4 166 2.1% 9.7% 

正気地区 3,303 171 8 179 466 25 491 5.4% 14.9% 

豊成地区 2,919 229 5 234 537 14 551 8.0% 18.9% 

福岡地区 1,935 111 5 116 283 17 300 6.0% 15.5% 

源地区 1,005 2 0 2 36 1 37 0.2% 3.7% 

市全体 26,029 1,012 36 1,047 3,323 126 3,450 4.0% 13.3% 

※ 四捨五入により合計値があわないことがあります。 

 

④ 人的被害想定 

建物被害による人的被害の予測結果は、次のとおり予測されます。 

表 2.1.2.2 人的被害の予測結果 

地震発生時刻 死者 負傷者 うち重傷者 自力脱出困難者 

未明 70 人 796 人 93 人 294 人 

12 時 46 人 207 人 26 人 203 人 

18 時 57 人 288 人 36 人 244 人 
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２２２２    耐震化耐震化耐震化耐震化のののの現状及現状及現状及現状及びびびび目標目標目標目標    

⑴⑴⑴⑴    耐震化耐震化耐震化耐震化のののの現状現状現状現状    

① 住宅の現状 

本市の建築年代別住宅数は以下のとおりです。 

表 2.2.1.1 住宅の耐震化の現状               （単位：戸数） 

 総数 

昭和 56

年以後の

建物 

昭和 55 年以前の 
耐震性 

あり 
耐震化率 建物 耐震性あ

りと推定 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ=B+D F=E/A 

木造戸建住宅 18,670 14,878 3,792 836 15,714 84.2% 

その他共同住宅等 4,980 4,534 446 339 4,873 97.9% 

合計 23,650 19,412 4,238 1,175 20,587 87.0% 

※ 住宅の各戸数及び耐震化率は平成 25 年住宅・土地統計調査（総務省統計局）を基にした推計値です。 

 昭和 55 年以前の住宅で、耐震改修済み戸数を推計し、耐震性ありの戸数に含めています。 

 

平成２５年住宅･土地統計調査等を基に推計すると、本市の住宅戸数全体は２３，６

５０戸と推測され、そのうち、昭和５５年以前のものは４，２３８戸となります。 

住宅全体の耐震化の状況は、平成１４年３月末の都道府県によるアンケート調査を

基にした推計では、耐震性の不足するものが３，０６３戸となり、耐震化率は約８７．

０％と推測されます。 

② 特定建築物の現状 

本計画における「特定建築物」とは、法第１４条による特定既存耐震不適格建築物と

同等の用途、規模のものとし、同条第１号の多数の者が利用する一定規模以上の建築物

と同条第２号の危険物の貯蔵場及び処理場の用途に供する一定数量以上の危険物を扱

う建築物を対象とします。 

平成２９年３月末時点における特定建築物の棟数は、市有建築物は３９棟あります。

新耐震基準（昭和５６年６月１日以後の耐震基準）以前の建築物は１３棟ありますが、

そのうち、耐震診断により耐震性能を有しているものとすでに耐震改修を実施したも

のは１１棟となっています。また、耐震改修等未実施のものが２棟となっています。民

間建築物は国の全国統計による耐震性を有する割合を乗じる方法で耐震性を推計しま

した。 

表 2.2.1.2 特定建築物の耐震化の現状                      （平成２８年度末現在） 

 

総 数 

昭和 56 年 6 月 

以前の建築物 
昭和 56 年 6

月以後の建

築物 

耐震化率 

（％） 耐震性な

し・不明 

耐震性

あり 

特定建

築物 

市有建築物 ３９ ２ １１ ２６ 94.9％ 

民間建築物 １５８ ２２ １９ １１７ 86.1％ 

合 計 １９７ ２４ ３０ １４３ 87.8％ 

※  民間の特定建築物は確認申請台帳による建築物数 
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⑵⑵⑵⑵    耐震化耐震化耐震化耐震化のののの目標目標目標目標のののの設定設定設定設定    

平成２２年２月に策定した計画では、平成２７年度に向けた目標を設定しました。平成

２９年９月の改定に当たっては、国の基本方針や千葉県耐震改修促進計画等を踏まえ、本

市の耐震化の現状を勘案したうえで、平成３２年度までの目標値を以下のような耐震化

率の目標として設定しました。 

① 住宅 

住宅の耐震化率の目標は、平成３２年度までに９５パーセントとします。 

② 特定建築物 

特定建築物の耐震化率の目標は、平成３２年度までに９５パーセントとします。 

③ 市有建築物 

市は、これまで、特定建築物及び震災時に応急活動の拠点となる建築物等について、

耐震化を進めてきました。 

市有建築物は、震災時においては避難場所等や応急活動拠点としての機能確保が求

められることから、耐震性の確保に積極的に取り組むものとします。 

特に特定建築物については耐震診断及び耐震改修等に努め、耐震化率の目標を、平成

３２年度までに９７パーセントとします。 

  表 2.2.2.1 耐震化率の推移及び目標 

 平成２２年度 

（策定時） 

平成２８年度末 

（今回改定時） 

平成３２年度 

（目標） 

①住      宅 80.4％ 87.0％ 95％ 

②特定建築物 81.2％ 87.8％ 95％ 

 ③市有建築物 69.2％ 94.9％ 97％ 

※  平成 22年度の①住宅の耐震化率は平成 15年住宅・土地統計調査を基にしています。 

※  平成 22 年度の②特定建築物の耐震化率は平成 20 年度末現在の確認申請台帳による建築物数を基にし

ています。 

 

⑶⑶⑶⑶    市有建築物市有建築物市有建築物市有建築物のののの耐震化耐震化耐震化耐震化のののの情報開示情報開示情報開示情報開示    

市は、主要な市有建築物について各施設の耐震診断及び耐震改修の実施状況等につ

いての情報（所在地、施設名称、耐震診断の有無、実施時期、実施結果、構造耐震指標

値（Is値）等）を公表するものとします。 

 

        



8 

 

第第第第３３３３    建築物建築物建築物建築物のののの耐震診断及耐震診断及耐震診断及耐震診断及びびびび耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修のののの促進促進促進促進をををを図図図図るためのるためのるためのるための施策施策施策施策にににに関関関関するするするする事項事項事項事項    

    

１１１１    耐震診断及耐震診断及耐震診断及耐震診断及びびびび耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修にににに係係係係るるるる基本的基本的基本的基本的なななな取組取組取組取組みみみみ方針方針方針方針    

⑴⑴⑴⑴    建築物建築物建築物建築物のののの所有者等所有者等所有者等所有者等のののの役割役割役割役割    

建築物の所有者等は、自己の責任で自らの建築物の地震に対する安全性を確保するこ

とを原則とし、建築物の所有者等自らが率先して耐震診断を実施し、必要に応じて耐震改

修を行うとともに、エレベーターの閉じ込め防止対策や天井等の脱落防止対策などの安

全対策を講じることが必要です。 

⑵⑵⑵⑵    市市市市のののの役割役割役割役割    

市有建築物の耐震診断及び耐震改修等を計画的に実施するとともに、エレベーターの

閉じ込め防止対策や天井等の脱落防止対策などの安全対策を講じるよう努めます。 

千葉県や建築関係団体と十分な連携を図り、住宅及び特定建築物の所有者等に対する

啓発、知識の普及及び情報提供を行い、民間建築物の耐震診断及び耐震改修等の促進を図

るものとします。 

また、既存建築物等の耐震化を促進するため、建築物の所有者等に対し、耐震診断及び

耐震改修等を行いやすい環境の整備や負担軽減のための制度の構築など必要な施策を講

じます。 

特定行政庁である千葉県が、特定建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確保

するため、特定建築物の所有者に対し、必要に応じて指導、助言、指示及び公表等を行う

場合、千葉県と連携を図り協力するものとします。 

 

２２２２    耐震診断等耐震診断等耐震診断等耐震診断等のののの促進促進促進促進をををを図図図図るためのるためのるためのるための支援策支援策支援策支援策のののの概要概要概要概要        

市は、住宅、特定建築物等の耐震診断及び耐震改修に対して、次のような支援策を講じま

す。 

⑴⑴⑴⑴    耐震診断補助制度耐震診断補助制度耐震診断補助制度耐震診断補助制度    

耐震相談会等により耐震化の啓発を図り、旧耐震基準（昭和５６年５月３１日以前の耐

震基準）の木造住宅の耐震診断補助事業を実施します。 

⑵⑵⑵⑵    耐震改修補助制度耐震改修補助制度耐震改修補助制度耐震改修補助制度    

旧耐震基準の木造住宅の耐震改修補助事業を実施します。 

 

３３３３    重点的重点的重点的重点的にににに耐震化耐震化耐震化耐震化すべきすべきすべきすべき区域区域区域区域    

東金市地域防災計画において想定されている東金市直下型地震が発生した場合、地震動

は震度５強から震度６強と予測され、市域の大部分が震度６弱以上という予測結果となっ

ています。 

また、市南東部の低地のうち、砂丘間の低地で、液状化危険度が特に高いことや谷底平野

でも液状化の可能性があると予測されたため、重点的に耐震化すべき区域は東金市全域と

します。 

 

４４４４    沿道沿道沿道沿道のののの建築物建築物建築物建築物のののの耐震化耐震化耐震化耐震化をををを図図図図ることがることがることがることが必要必要必要必要なななな道路道路道路道路    

地震発生時において被災者の救援・救護活動や緊急物資の輸送への対処を目的として、地



9 

 

震時に通行を確保すべき道路として「千葉県地域防災計画」に緊急輸送道路が指定されてい

ることや、「東金市地域防災計画」による基本的な考え方を踏まえ、本計画では、地震によ

る建築物の倒壊等により緊急時の通行障害が生じないよう、この緊急輸送道路を法第６条

第３項第２号に規定する、沿道の建築物の耐震化を図ることが必要な道路とします。 

さらに、千葉県の指定した緊急輸送道路を経由して、緊急輸送物資が市役所に集積される

ことを想定し、市役所周囲の市道３路線も本計画で沿道の建築物の耐震化を図ることが必

要な道路として指定します。 

※ 緊急輸送道路  

千葉県の緊急輸送ネットワークでは、大規模な地震が起きた場合における、避難・救助を

はじめ、物資の供給、諸施設の復旧等、広範な応急対策活動を広域的に実施するため、非

常事態に対応した交通の確保を図ることを目的に、重要な路線を緊急輸送道路として定め

ています。 

表 3.4.1 東金市内の「沿道の建築物の耐震化を図ることが必要な道路」一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.1 市役所周辺の「沿道の建築物の耐震化を図ることが必要な道路」 

  

路 線 名 起 点 終 点 

首都圏中央連絡自動車道 木更津市 山武市 

千葉東金道路 千葉市 東金市 

国道１２６号 銚子市 千葉市 

国道１２８号 館山市 東金市 

国道４０９号 木更津市 成田市 

東金九十九里有料道路 東金市 九十九里町 

主要地方道東金片貝線 東金市 九十九里町 

市道０１１３号線 市道０１１５号線 市道０１１４号線 

市道０１１４号線 国道１２６号 市道０１１３号線 

市道０１１５号線 国道１２６号 市道０１１３号線 
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５５５５    地震発生時地震発生時地震発生時地震発生時のののの建築物建築物建築物建築物のののの安全対策安全対策安全対策安全対策    

⑴⑴⑴⑴    エレベーターエレベーターエレベーターエレベーター及及及及びエスカレーターのびエスカレーターのびエスカレーターのびエスカレーターの安全対策安全対策安全対策安全対策    

地震発生時においてエレベーターが緊急停止し、内部に長時間閉じ込められたり、エス

カレーターが脱落するなどの事態が問題となっています。エレベーターやエスカレータ

ーには、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第１２条第１項及び第３項により特定

行政庁である千葉県に定期検査の結果報告が義務付けられており、所有者に対しエレベ

ーター及びエスカレーターの安全対策を講ずるよう促すため、市は千葉県と連携して対

応します。 

⑵⑵⑵⑵    各種落下物対策各種落下物対策各種落下物対策各種落下物対策    

地震発生時において、建築物の倒壊だけでなく、附属する看板や外壁、ガラス等が落下

し、通行人等に被害を与えることがあります。このような被害の防止のために、所有者等

に対し落下物防止対策を講ずるよう促すため、市は千葉県と連携して対応します。 

⑶⑶⑶⑶    天井等天井等天井等天井等のののの脱落対策脱落対策脱落対策脱落対策    

東日本大震災では、体育館、劇場、商業施設、工場等の大規模空間を有する建築物の天

井について、比較的新しい建築物も含めて脱落する被害が生じました。こうした状況を踏

まえて、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第３９条第３項において特定天

井の構造が規定され、平成２５年国土交通省告示第７７１号において新たに天井脱落対

策の基準が定められました。このような被害を防止するために、建築物の特定天井の脱落

や配管等の設備の落下の危険がある部分についてその防止対策をするよう促すため、市

は千葉県と連携して対応します。 

⑷⑷⑷⑷    ブロックブロックブロックブロック塀対策塀対策塀対策塀対策    

地震発生時において、コンクリートブロック塀等は倒壊しやすく、通行人に危害を与え

ることや道路を塞ぐことがあります。このため、市は所有者等に対しパンフレットの配布

などを通じて知識の普及に努め、危険なコンクリートブロック塀の撤去、改善を講ずるよ

う促すため、市は千葉県と連携して対応します。 

 

６６６６    耐震改修計画耐震改修計画耐震改修計画耐震改修計画のののの認定等認定等認定等認定等によるによるによるによる耐震化耐震化耐震化耐震化のののの促進促進促進促進    

法第１７条及び第２５条では、耐震改修計画の認定、建築物の地震に対する安全性に係る

認定及び区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定が制度化され、建築物の所有者や

マンションの管理者等に対して特例措置等を講じることにより建築物の耐震化が円滑に促

進されることが期待されています。 

千葉県及び市は、ホームページやパンフレットの配布により認定制度の情報提供を行う

とともに、講習会、その他種々の機会を通じて建築物の所有者等に対して認定制度の内容や

手続を紹介し、耐震化の促進に努めます。 
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第第第第４４４４    建築物建築物建築物建築物のののの地震地震地震地震にににに対対対対するするするする安全性安全性安全性安全性のののの向上向上向上向上にににに関関関関するするするする啓発及啓発及啓発及啓発及びびびび知識知識知識知識のののの普及普及普及普及にににに関関関関するするするする事項事項事項事項    

    

１１１１    地震地震地震地震ハザードマップのハザードマップのハザードマップのハザードマップの作成作成作成作成・・・・公表公表公表公表    

市は、建築物の所有者の意識の啓発を図るため、発生のおそれのある地震の概要と地震に

よる危険性の程度等を記載した地図（地震ハザードマップ）を作成し公表しています。 

 

２２２２    相談体制相談体制相談体制相談体制のののの整備及整備及整備及整備及びびびび情報提供情報提供情報提供情報提供のののの充実充実充実充実    

⑴⑴⑴⑴    耐震相談窓口耐震相談窓口耐震相談窓口耐震相談窓口    

市は、建築物の所有者等に対して、耐震改修等の実施に関して必要な情報提供を行うと

ともに、各種相談を受け付けるための窓口として、耐震相談窓口を都市整備課に設置して

います。 

⑵⑵⑵⑵    所有者等所有者等所有者等所有者等にににに対対対対するするするする適切適切適切適切かつかつかつかつ幅広幅広幅広幅広いいいい改修改修改修改修・・・・補強方法補強方法補強方法補強方法のののの提示提示提示提示    

市は、建築物の所有者等に対して、経済的で実現可能な改修・補強方法や落下物・倒壊

物対策の方法等、適切かつ幅広いメニュー提示されるよう、千葉県と連携して建築関連団

体や建築技術者等に対して要請します。 

⑶⑶⑶⑶    情報提供情報提供情報提供情報提供    

東金市のホームページで耐震に関する情報提供を行います。 

 

３３３３    パンフレットのパンフレットのパンフレットのパンフレットの配布配布配布配布・・・・相談会等相談会等相談会等相談会等のののの開催開催開催開催    

⑴⑴⑴⑴    パンフレットのパンフレットのパンフレットのパンフレットの配布配布配布配布    

市は、建築物の所有者等に対する耐震性向上に関する知識の普及、啓発を図るため、パ

ンフレットを耐震相談窓口に常備し配布します。 

⑵⑵⑵⑵    パンフレットのパンフレットのパンフレットのパンフレットの主主主主なななな内容内容内容内容    

・耐震性向上に関する注意喚起について 

・耐震改修の方法紹介について 

・自己診断方法について 

・金物等の補強方法について 

⑶⑶⑶⑶    耐震相談会耐震相談会耐震相談会耐震相談会のののの実施実施実施実施    

市は、千葉県及び建築関係団体等の協力を得ながら、建築士等による耐震相談会を実施

し、建築物の所有者等の耐震化に関する意識の啓発、知識の普及を図ります。 

⑷⑷⑷⑷    リフォームにあわせたリフォームにあわせたリフォームにあわせたリフォームにあわせた耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修のののの誘導誘導誘導誘導    

耐震改修は、建築物の構造部材の補強をするために内装工事を伴うことが多く、リフォ

ーム工事にあわせて耐震改修工事を実施することは、所有者にとって経済的にも有効で

す。 

リフォームや増改築の相談があった際には、積極的に耐震改修に関する情報提供を行

い、建築物の耐震化を推進します。 

⑸⑸⑸⑸    家具等家具等家具等家具等のののの転倒防止対策転倒防止対策転倒防止対策転倒防止対策のののの推進推進推進推進    

地震災害時に家具等の転倒による人的被害も多いことから、建築物の耐震化の推進と

ともに、家具等の転倒防止対策の推進は重要な課題です。市はパンフレットの配布等によ

り、家具等の転倒防止対策事例、対策用品等の情報を提供します。 
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４４４４    自治会等自治会等自治会等自治会等とのとのとのとの連携連携連携連携    

耐震化の促進は、地域として耐震化の意識が高まることが重要です。また、災害時の避難

や消火活動は、地域に組織された自主防災組織により自助及び共助の観点から行われるこ

とが最も有効であることから、自主防災組織の構成単位である自治会や町内会との連携の

もと、住宅･建築物の耐震化に関する意識の啓発が重要です。 

市は、自治会や町内会の地域特性を踏まえた耐震化の促進のための相談会の開催やパン

フレットの配布等により、耐震化の促進を図ります。 
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第第第第５５５５    所管行政庁所管行政庁所管行政庁所管行政庁とのとのとのとの連携連携連携連携にににに関関関関するするするする事項事項事項事項    

    

１１１１    法法法法によるによるによるによる指導指導指導指導等等等等    

法第１５条で、所管行政庁（千葉県）は、特定建築物の所有者に対して、特定建築物の耐

震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言をすることができるとされています。ま

た、所管行政庁（千葉県）は特定建築物のうち、地震に対する安全性の向上を図ることが特

に必要なものについて、必要な指示をすることができ、その指示に従わなかったときは、そ

の旨を公表することができるとされています。 

市は特定建築物の耐震化を促進するため、千葉県と連携して対応して行きます。 

 

２２２２    建築基準法建築基準法建築基準法建築基準法にににに基基基基づくづくづくづく勧告勧告勧告勧告、、、、命令等命令等命令等命令等    

建築基準法第１０条の規定により、特定行政庁（千葉県）は、著しく保安上危険と認め

られる建築物について、その所有者等に対し、必要な措置をとることを勧告することが出来

るとされています。また、その勧告に係る措置をとらなかったときは、その勧告に係る措置

を命ずることが出来るとされています。 

市は特定建築物の耐震化を促進するため、千葉県と連携して対応して行きます。 

    

    

    

    

第第第第６６６６    そのそのそのその他建築物他建築物他建築物他建築物のののの耐震診断及耐震診断及耐震診断及耐震診断及びびびび耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修のののの促進促進促進促進にににに関関関関しししし必要必要必要必要なななな事項事項事項事項    

    

１１１１    関係団体関係団体関係団体関係団体とのとのとのとの連携連携連携連携    

千葉県、市及び建築関係団体等が情報交換を密に行い、連携して耐震診断及び耐震改修等

の普及・促進に取り組んでいくものとします。 

 

２２２２    そのそのそのその他他他他    

本計画を実施するにあたり、必要な事項は別途定めるものとします。 
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資料資料資料資料１１１１    特定建築物特定建築物特定建築物特定建築物のののの要件要件要件要件等等等等    

 

⑴ 多数の者が利用する一定規模以上の建築物（法第１４条第１号） 

用    途 

指導・助言対象

となる要件 

（法 15 条 1項） 

指示対象となる

要件 

（法 15 条 2項） 

耐震診断義務付

けとなる要件 

（法附則 3条） 

幼稚園、保育所 
階数 2 以上かつ

500 ㎡以上 

階数 2 以上かつ

750 ㎡以上 

階数 2 以上かつ

1,500 ㎡以上 

小

学

校

等 

小学校、中学校、中等教育学校の前期課程、特

別支援学校 

階数 2 以上かつ

1,000 ㎡以上 

屋内運動場の面

積含む 

階数 2 以上かつ

1,500 ㎡以上 

屋内運動場の面

積含む 

階数 2 以上かつ

3,000 ㎡以上 

屋内運動場の面

積含む 

老人ホーム、老人短期入所施設、福祉ホームその他

これらに類するもの 階数 2 以上かつ

1,000 ㎡以上 

階数 2 以上かつ

2,000 ㎡以上 

階数 2 以上かつ

5,000 ㎡以上 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉

センターその他これらに類するもの 

ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに

類する運動施設 

階数 3 以上かつ

1,000 ㎡以上 

階数 3 以上かつ

2,000 ㎡以上 

階数 3 以上かつ

5,000 ㎡以上 

病院、診療所 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

集会場、公会堂 

展示場 

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 

ホテル、旅館 

博物館、美術館、図書館 

遊技場 

公衆浴場 

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンス

ホールその他これらに類するもの 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類する

サービス業を営む店舗 

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構

成する建築物で旅客の乗降又は待合いの用に供する

もの 

自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐

車のための施設 

保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な

建築物 

学校（幼稚園及び小学校等以外の学校） 

階数 3 以上かつ

1,000 ㎡以上 
  

卸売市場 

賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎、下宿 

事務所 

工場（危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建

築物を除く。） 

体育館（一般公共の用に供されるもの） 
階数 1 以上かつ

1,000 ㎡以上 

階数 1 以上かつ

2,000 ㎡以上 

階数 1 以上かつ

5,000 ㎡以上 

※ 面積は床面積の合計 

 

 



15 

 

⑵ 危険物の貯蔵場及び処理場の用途に供する一定数量以上の危険物を扱う建築物 

（法第１４条第２号） 

指導・助言対象となる要件 

（法 15 条 1項） 

指示対象となる要件 

（法 15 条 2項） 

耐震診断義務付けとなる要件 

（法附則 3条） 

政令※7 条で定める数量以上の

危険物を貯蔵、処理する全ての

建築物 

500 ㎡以上※ 階数 1 以上かつ 5,000 ㎡以上※

（敷地境界線から一定距離以内の

建築物） 

※ 面積は床面積の合計 

※  政令：建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（平成７年政令第 429号）以下「政令」という 

 

 

政令第７条第２項に定める危険物の数量一覧 

 危険物の種類 危険物の数量 

第 1 号 火薬類 

イ 火薬 

ロ 爆薬 

ハ 工業雷管、電気雷管、信号雷管 

二 銃用雷管 

ホ 実包、空包、信管、火管、電気導火線 

ヘ 導爆線又は導火線 

ト 信号炎管、信号火箭、煙火 

チ その他の火薬を使用した火工品 

その他の爆薬を使用した火工品 

 

10 ｔ 

5 ｔ 

50 万個 

500 万個 

5 万個 

500 ｋｍ 

2 ｔ 

10 ｔ 

5 ｔ 

第 2 号 消防法第 2 条第 7 項に規定する危険物 危険物の規制に関する政令別表第 3 の指

定数量の欄に定める数量の 10 倍の数量 

第 3 号 危険物の規制に関する政令別表第 4 備考第 6

号に規定する可燃性固体類 

30 ｔ 

第 4 号 危険物の規制に関する政令別表第 4 備考第 8

号に規定する可燃性液体類 

20 ｍ3 

第 5 号 マッチ 300 マッチトン 

第 6 号 可燃性のガス(圧縮ガス・液化ガスを除く) 2 万ｍ3 

第 7 号 圧縮ガス 20 万ｍ3 

第 8 号 液化ガス 2,000 ｔ 

第 9 号 毒物及び劇物取締法第 2 条第 1 項に規定する

毒物（液体又は気体のものに限る） 

20 ｔ 

第 10 号 毒物及び劇物取締法第 2 条第 2 項に規定する

劇物（液体又は気体のものに限る） 

200 ｔ 

※ マッチトンはマッチの計量単位。１マッチトンは、並型マッチ（56×36×17mm）で７，２００個、約１２０kg。 
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⑶ 市有特定建築物一覧 

主要用途
階

数
床面積

新

耐

震

耐

震

性

避

難

所

竣

工

年
備考

1 市庁舎 第１庁舎 事務所 3 3,401   S40

2 市庁舎 第２庁舎 事務所 5 3,818 ○ ○ H4

3 第１保育所 園舎 保育所 2 880   ○ ○ S55

4 保健福祉センター 事務所 2 4,817 ○ ○ ○ H13

5 広瀬団地 １棟 共同住宅 5 1,272 ○ ○ S57

6 広瀬団地 ２棟 共同住宅 5 2,158 ○ ○ S58

7 広瀬団地 ３棟 共同住宅 5 2,158 ○ ○ S59

8 東小学校 北校舎 学校 3 1,045   ○ ○ S53

9 東小学校 東校舎 学校 3 1,979 ○ ○ ○ H5

10 東小学校 西･南校舎 学校 3 3,468 ○ ○ ○ H17

11 東小学校 体育館 学校 2 1,075 ○ ○ ○ H2

12 鴇嶺小学校 校舎 学校 3 2,973   ○ ○ S51 耐震改修済

13 城西小学校 校舎 学校 3 2,483 ○ ○ ○ H26

14 城西小学校 増築校舎 学校 3 2,857   ○ ○ S54 耐震改修済

15 城西小学校 体育館 学校 2 1,407 ○ ○ ○ H8

16 丘山小学校 校舎 学校 3 1,184   ○ ○ S44 耐震改修済

17 正気小学校 校舎 学校 2 3,442 ○ ○ ○ H23

18 正気小学校 体育館 学校 2 1,078 ○ ○ ○ S62

19 豊成小学校 校舎 学校 4 2,802   ○ ○ S53 耐震改修済

20 豊成小学校 増築校舎 学校 3 1,360 ○ ○ ○ H9

21 福岡小学校 校舎 学校 2 1,663   ○ ○ S52 耐震改修済

22 源小学校 校舎 学校 3 1,976   ○ ○ S55 耐震改修済

23 日吉台小学校 校舎 学校 2 4,058 ○ ○ ○ H4

24 日吉台小学校 体育館 学校 2 1,039 ○ ○ ○ H4

25 東金中学校 体育館 学校 2 2,418   ○ ○ S49 耐震診断済

26 東金中学校 武道館 学校 3 1,555   ○ ○ S55 耐震改修済

27 東金中学校 校舎 学校 4 6,878 ○ ○ ○ H28

28 東中学校 校舎 学校 4 5,967 ○ ○ ○ S60

29 東中学校 体育館 学校 2 1,359 ○ ○ ○ S61

30 東中学校 武道館 学校 3 1,426 ○ ○ ○ S62

31 西中学校 校舎 学校 4 6,332 ○ ○ ○ H4

32 西中学校 体育館 学校 2 1,347 ○ ○ ○ H4

33 西中学校 武道館 学校 3 1,203 ○ ○ ○ H5

34 北中学校 校舎 学校 4 5,777 ○ ○ ○ H10

35 北中学校 体育館 学校 2 1,407 ○ ○ ○ H10

36
中央公民館

児童館

公民館

児童館
3 1,996   ○ ○ S53 耐震改修済

37 東金図書館 図書館 3 1,308   S56

38 東金文化会館 文化会館 3 7,988 ○ ○ ○ S62

39 東金アリーナ 体育館 体育館 2 9,308 ○ ○ ○ H12

特定建築物名称・棟名称

 
※  平成 29 年 4 月 1 日現在 

※  避難所:東金市地域防災計画による避難場所及び避難収容所 
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資料資料資料資料２２２２    建築物建築物建築物建築物のののの地震地震地震地震にににに対対対対するするするする安全性安全性安全性安全性のののの判断方法判断方法判断方法判断方法    

 

建築物の地震に対する安全性については、国の方針に基づく耐震診断を行い、一定の基準を満た

すものについては安全性を有すると判断し、基準を満たさないものに対しては所定の耐震改修等

を行うこととしています。 

 

国の方針（別添）第１ 建築物の耐震診断の指針より抜粋 

建築物の耐震診断は、当該建築物の構造耐力上主要な部分（建築基準法施行令第１条第３号に

規定するものをいう。）の配置、形状、寸法、接合の緊結の度、腐食、腐朽又は摩損の度、材料

強度等に関する実地調査、当該建築物の敷地の状況に関する実地調査等の結果に基づき、地震に

対する安全性を評価するものとする。 

 

１ 木造の建築物が地震に対して安全な構造であると判断できるもの 

各階の張り間方向及びけた行方向の構造耐震指標を規定に定めるところにより求め、別表第

１により構造耐力上主要な部分の地震に対する安全性を評価した結果、地震の震動及び衝撃に

対して倒壊し、又は崩壊する危険性が低いと判断されること。 

別表第１ 

構造耐震指標（Iw） 構造耐力上主要な部分の地震に対する安全性  

⑴ Iw が０．７未満の場合  
地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊す

る危険性が高い。  

⑵ Iw が０．７以上１．０未満の場合 
地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊す

る危険性がある。  

⑶ Iw が１．０以上の場合  
地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊す

る危険性が低い。  

Iw は、各階の張り間方向及びけた行方向の構造耐震指標を表す数値 

 

２ 鉄骨造、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造等の建築物が地震に対して安全な

構造であると判断できるもの 

各階の構造耐震指標を規定に定めるところにより求め、別表第６により構造耐力上主要な部

分の地震に対する安全性を評価した結果、地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する

危険性が低いと判断されること。 

別表第６ 

構造耐震指標（Is） 構造耐力上主要な部分の地震に対する安全性 

⑴ Is が０．３未満の場合  
地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊す

る危険性が高い。  

⑵ Is が０．３以上０．６未満の場合  
地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊す

る危険性がある。  

⑶ Is が０．６以上の場合  
地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊す

る危険性が低い。  

Is は、各階の構造耐震指標を表す数値  
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資料資料資料資料３３３３    関係法令等関係法令等関係法令等関係法令等    

 

（１）建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（抜粋） 

（平成１８年１月２５日国土交通省告示第１８４号） 

 

平成７年１月の阪神・淡路大震災では、地震により６，４３４人の尊い命が奪われた。このう

ち地震による直接的な死者数は５，５０２人であり、さらにこの約９割の４，８３１人が住宅・

建築物の倒壊等によるものであった。この教訓を踏まえて、建築物の耐震改修の促進に関する法

律（以下「法」という。）が制定された。 

しかし近年、平成１６年１０月の新潟県中越地震、平成１７年３月の福岡県西方沖地震、平成２

０年６月の岩手・宮城内陸地震など大地震が頻発しており、特に平成２３年３月に発生した東日

本大震災は、これまでの想定をはるかに超える巨大な地震・津波により、一度の災害で戦後最大

の人命が失われるなど、甚大な被害をもたらした。また、東日本大震災においては、津波による

沿岸部の建築物の被害が圧倒的であったが、内陸市町村においても建築物に大きな被害が発生し

た。このように、我が国において、大地震はいつどこで発生してもおかしくない状況にあるとの

認識が広がっている。 

さらに、東海地震、東南海・南海地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震及び首都圏直下地

震については、発生の切迫性が指摘され、ひとたび地震が発生すると被害は甚大なものと想定さ

れており、特に、南海トラフの海溝型巨大地震については、東日本大震災を上回る被害が想定さ

れている。 

建築物の耐震改修については、中央防災会議で決定された建築物の耐震化緊急対策方針（平成

１７年９月）において、全国的に取り組むべき「社会全体の国家的な緊急課題」とされるととも

に、東海、東南海・南海地震に関する地震防災戦略（同年３月）において、１０年後に死者数及び

経済被害額を被害想定から半減させるという目標の達成のための最も重要な課題とされ、緊急か

つ最優先に取り組むべきものとして位置づけられているところである。特に切迫性の高い地震に

ついては発生までの時間が限られていることから、効果的かつ効率的に建築物の耐震改修等を実

施することが求められている。 

この告示は、このような認識の下に、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るため、基本

的な方針を定めるものである。 

一 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する基本的な事項 

１ 国、地方公共団体、所有者等の役割分担 

住宅・建築物の耐震化の促進のためには、まず、住宅・建築物の所有者等が、地域防災対

策を自らの問題、地域の問題として意識して取り組むことが不可欠である。国及び地方公共

団体は、こうした所有者等の取組をできる限り支援するという観点から、所有者等にとって

耐震診断及び耐震改修を行いやすい環境の整備や負担軽減のための制度の構築など必要な施

策を講じ、耐震改修の実施の阻害要因となっている課題を解決していくべきである。 

２ 公共建築物の耐震化の促進 

公共建築物については、災害時には学校は避難場所等として活用され、病院では災害によ

る負傷者の治療が、国及び地方公共団体の庁舎では被害情報収集や災害対策指示が行われる

など、多くの公共建築物が応急活動の拠点として活用される。このため、平常時の利用者の

安全確保だけでなく、災害時の拠点施設としての機能確保の観点からも公共建築物の耐震性

確保が求められるとの認識のもと、強力に公共建築物の耐震化の促進に取り組むべきである。

具体的には、国及び地方公共団体は、各施設の耐震診断を速やかに行い、耐震性に係るリス

トを作成及び公表するとともに、整備目標及び整備プログラムの策定等を行い、計画的かつ

重点的な耐震化の促進に積極的に取り組むべきである。 

また、公共建築物について、法第２２条第３項の規定に基づく表示を積極的に活用すべき

である。 

３ 法に基づく指導等の実施（略） 

４ 計画の認定等による耐震改修の促進（略） 

５ 所有者等の費用負担の軽減等（略） 
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６ 相談体制の整備及び情報提供の充実（略） 

７ 専門家・事業者の育成及び技術開発（略） 

８ 地域における取組の推進（略） 

９ その他の地震時の安全対策（略） 

二 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標の設定に関する事項 

１ 建築物の耐震化の現状 

平成２０年の統計調査に基づき、我が国の住宅については総数約４，９５０万戸のうち、

約１，０５０万戸（約２１％）が耐震性が不十分であり、耐震化率は約７９％と推計されて

いる。この推計では、耐震性が不十分な住宅は、平成１５年の約１，１５０万戸から５年間

で約１２０万戸減少しているが、大部分が建替えによるものであり、耐震改修によるものは

五年間で約３０万戸に過ぎないと推計されている。 

また、法第１４条第１号に掲げる建築物（以下「多数の者が利用する建築物」という。）に

ついては、約４１万棟のうち、約８万棟（約２０％）が耐震性が不十分であり、耐震化率は

約８０％と推計されている。 

２ 建築物の耐震診断及び耐震改修の目標の設定 

東海、東南海・南海地震に関する地震防災戦略（中央防災会議決定）において、１０年後

に死者数及び経済被害額を被害想定から半減させることが目標とされたことを踏まえ、住宅

の耐震化率及び多数の者が利用する建築物の耐震化率について、平成２７年までに少なくと

も９割にすることを目標とするとともに、住宅については平成３２年までに少なくとも９

５％にすることを目標とする。 

耐震化率を９割とするためには、平成２０年から平成２７年までの間に、少なくとも住宅

の耐震化は約５５０万戸（うち耐震改修は約１４０万戸）とする必要があり、建替え促進を

図るとともに、耐震改修のペースを約３倍にすることが必要である。また、多数の者が利用

する建築物の耐震化は少なくとも約４万棟（うち耐震改修は約３万棟）とする必要があり、

建替え促進を図るとともに、耐震改修のペースを約２倍にすることが必要となる。 

また、建築物の耐震化のためには、耐震診断の実施の促進を図ることが必要であり、平成

２０年から平成２７年までの間に、耐震化率の目標達成のために必要な耐震改修の戸数又は

棟数と同程度の耐震診断の実施が必要となると考えて、少なくとも住宅については約１４０

万戸、多数の者が利用する建築物については約３万棟の耐震診断の実施を目標とすることと

する。 

特に、公共建築物については、各地方公共団体において、できる限り用途ごとに目標が設

定されるよう、国土交通省は、関係省庁と連携を図り、必要な助言、情報提供を行うことと

する。 

三 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項（略） 

四 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する基本的な事項（略） 

五 都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項その他建築物の耐震診断及び耐震改

修の促進に関する重要事項 

１ 都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項（略） 

２ 市町村耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項 

イ 市町村耐震改修促進計画の基本的な考え方 

平成１７年３月に中央防災会議において決定された地震防災戦略において、東海地震及

び東南海・南海地震の被害を受けるおそれのある地方公共団体については地域目標を定め

ることが要請され、その他の地域においても減災目標を策定することが必要とされている。

こうしたことを踏まえ、法第６条第１項において、基礎自治体である市町村においても、

都道府県耐震改修促進計画に基づき、市町村耐震改修促進計画を定めるよう努めるものと

されたところであり、可能な限り全ての市町村において市町村耐震改修促進計画が策定さ

れることが望ましい。また、改正法による改正前の法第５条第７項に基づき、市町村耐震

改修促進計画を策定している市町村にあっては、当該計画を改正法の施行後できるだけ速

やかに改定すべきである。 

市町村耐震改修促進計画の策定及び改定に当たっては、道路部局、防災部局、衛生部局、
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観光部局、商工部局、教育委員会等とも連携するとともに、都道府県の耐震化の目標や施

策との整合を図るため、都道府県と協議会を設置する等の取組を行いながら、より地域固

有の状況に配慮して作成することが考えられる。 

また、市町村耐震改修促進計画に基づく施策が効果的に実現できるよう、法に基づく指

導、助言、指示等を行う所管行政庁と十分な調整を行うべきである。 

なお、市町村は、耐震化の進捗状況や新たな施策の実施等にあわせて、適宜、市町村耐

震改修促進計画の見直しを行うことが望ましい。 

ロ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

市町村耐震改修促進計画においては、都道府県耐震改修促進計画の目標を踏まえ、各市

町村において想定される地震の規模、被害の状況、建築物の耐震化の現状等を勘案し、可

能な限り建築物の用途ごとに目標を定めることが望ましい。なお、市町村は、定めた目標

について、一定期間ごとに検証するべきである。特に耐震診断義務付け対象建築物につい

ては、早急に耐震化を促進すべき建築物であり、耐震診断の結果の報告を踏まえ、耐震化

の状況を検証するべきである。 

また、庁舎、病院、学校等の公共建築物については、関係部局と協力し、今後速やかに

耐震診断を行い、その結果の公表に取り組むとともに、具体的な耐震化の目標を設定すべ

きである。 

さらに、重点化を図りながら着実な耐震化を推進するため、市町村は、公共建築物に係

る整備プログラム等を作成することが望ましい。 

ハ 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 

市町村耐震改修促進計画においては、都道府県、市町村、建築物の所有者等との役割分

担の考え方、実施する事業の方針等基本的な取組方針について定めるとともに、具体的な

支援策の概要、安心して耐震改修等を行うことができるようにするための環境整備、地震

時の総合的な安全対策に関する事業の概要等を定めることが望ましい。 

法第６条第３項第１号又は第２号の規定に基づき定めるべき道路は、沿道の建築物の倒

壊によって緊急車両の通行や住民の避難の妨げになるおそれがある道路であるが、例えば

緊急輸送道路、避難路、通学路等避難場所と連絡する道路その他密集市街地内の道路等を

定めることが考えられる。特に緊急輸送道路のうち、市町村の区域内において、災害時の

拠点施設を連絡する道路であり、災害時における多数の者の円滑な避難、救急・消防活動

の実施、避難者への緊急物資の輸送等の観点から重要な道路については、沿道の建築物の

耐震化を図ることが必要な道路として定めるべきである。 

このうち、現に相当数の建築物が集合し、又は集合することが確実と見込まれる地域を

通過する道路、公園等の重要な避難場所と連絡する道路その他の地域の防災上の観点から

重要な道路については、同項第１号の規定に基づき早期に沿道の建築物の耐震化を図るこ

とが必要な道路として定めることが考えられる。 

ニ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及 

市町村耐震改修促進計画においては、個々の建築物の所在地を識別可能とする程度に詳

細な地震防災マップの作成について盛り込むとともに、相談窓口の設置、パンフレットの

作成・配布、セミナー・講習会の開催、耐震診断及び耐震改修に係る情報提供等、啓発及

び知識の普及に係る事業について定めることが望ましい。特に、地震防災マップの作成及

び相談窓口の設置は、全ての市町村において措置されるよう努めるべきである。 

また、地域における地震時の危険箇所の点検等を通じて、住宅・建築物の耐震化のため

の啓発活動や危険なブロック塀の改修・撤去等の取組を行うことが効果的であり、必要に

応じ、町内会等との連携策についても定めることが考えられる。 

ホ 建築基準法による勧告又は命令等の実施（略） 

３ 計画の認定等の周知（略） 
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（２）建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年１０月２７日法律第１２３号） （抜粋） 

 

（基本方針） 

第４条 国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（以

下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する基本的な事項 

⑵ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標の設定に関する事項 

⑶ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項 

⑷ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する基本的な事項 

⑸ 次条第１項に規定する都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項その他建築

物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する重要事項 

３ 国土交通大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。 

（都道府県耐震改修促進計画） 

第５条 都道府県は、基本方針に基づき、当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改

修の促進を図るための計画（以下「都道府県耐震改修促進計画」という。）を定めるものとする。 

２ 都道府県耐震改修促進計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

⑵ 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する

事項 

⑶ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

⑷ 建築基準法第１０条第１項から第３項までの規定による勧告又は命令その他建築物の地震

に対する安全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管行政庁との

連携に関する事項 

⑸ その他当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

３ 都道府県は、次の各号に掲げる場合には、前項第２号に掲げる事項に、当該各号に定める事

項を記載することができる。 

⑴ 病院、官公署その他大規模な地震が発生した場合においてその利用を確保することが公益

上必要な建築物で政令で定めるものであって、既存耐震不適格建築物（地震に対する安全性

に係る建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定（以下「耐震関係規定」という。）

に適合しない建築物で同法第３条第２項の規定の適用を受けているものをいう。以下同じ。）

であるもの（その地震に対する安全性が明らかでないものとして政令で定める建築物（以下

「耐震不明建築物」という。）に限る。）について、耐震診断を行わせ、及び耐震改修の促進を

図ることが必要と認められる場合 当該建築物に関する事項及び当該建築物に係る耐震診断

の結果の報告の期限に関する事項 

⑵ 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（相当数の建築物が集

合し、又は集合することが確実と見込まれる地域を通過する道路その他国土交通省令で定め

る道路（以下「建築物集合地域通過道路等」という。）に限る。）の通行を妨げ、市町村の区域

を越える相当多数の者の円滑な避難を困難とすることを防止するため、当該道路にその敷地

が接する通行障害既存耐震不適格建築物（地震によって倒壊した場合においてその敷地に接

する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とするおそれがあるものとして政令で

定める建築物（第１４条第３号において「通行障害建築物」という。）であって既存耐震不適

格建築物であるものをいう。以下同じ。）について、耐震診断を行わせ、又はその促進を図り、

及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築

物の敷地に接する道路に関する事項及び当該通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築

物であるものに限る。）に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項 

⑶ 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域通過

道路等を除く。）の通行を妨げ、市町村の区域を越える相当多数の者の円滑な避難を困難とす

ることを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物の耐震
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診断及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格

建築物の敷地に接する道路に関する事項 

⑷ 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成５年法律第５２号。以下「特定優良賃

貸住宅法」という。）第３条第４号に規定する資格を有する入居者をその全部又は一部につい

て確保することができない特定優良賃貸住宅（特定優良賃貸住宅法第６条に規定する特定優

良賃貸住宅をいう。以下同じ。）を活用し、第１９条に規定する計画認定建築物である住宅の

耐震改修の実施に伴い仮住居を必要とする者（特定優良賃貸住宅法第３条第４号に規定する

資格を有する者を除く。以下「特定入居者」という。）に対する仮住居を提供することが必要

と認められる場合 特定優良賃貸住宅の特定入居者に対する賃貸に関する事項 

⑸ 前項第１号の目標を達成するため、当該都道府県の区域内において独立行政法人都市再生

機構（以下「機構」という。）又は地方住宅供給公社（以下「公社」という。）による建築物の

耐震診断及び耐震改修の実施が必要と認められる場合 機構又は公社による建築物の耐震診

断及び耐震改修の実施に関する事項 

（市町村耐震改修促進計画） 

第６条 市町村は、都道府県耐震改修促進計画に基づき、当該市町村の区域内の建築物の耐震診

断及び耐震改修の促進を図るための計画（以下「市町村耐震改修促進計画」という。）を定める

よう努めるものとする。 

２ 市町村耐震改修促進計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

⑵ 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事

項 

⑶ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

⑷ 建築基準法第１０条第１項 から第３項 までの規定による勧告又は命令その他建築物の地

震に対する安全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管行政庁と

の連携に関する事項 

⑸ その他当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

３ 市町村は、次の各号に掲げる場合には、前項第２号に掲げる事項に、当該各号に定める事項

を記載することができる。 

⑴ 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域通過

道路等に限る。）の通行を妨げ、当該市町村の区域における多数の者の円滑な避難を困難とす

ることを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物につい

て、耐震診断を行わせ、又はその促進を図り、及び耐震改修の促進を図ることが必要と認め

られる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接する道路に関する事項及び当該

通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物であるものに限る。）に係る耐震診断の結果

の報告の期限に関する事項 

⑵ 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域通過

道路等を除く。）の通行を妨げ、当該市町村の区域における多数の者の円滑な避難を困難とす

ることを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物の耐震

診断及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格

建築物の敷地に接する道路に関する事項 

４ 市町村は、市町村耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 

５ 前２項の規定は、市町村耐震改修促進計画の変更について準用する。 

（特定既存耐震不適格建築物の所有者の努力） 

第１４条 次に掲げる建築物であって既存耐震不適格建築物であるもの（要安全確認計画記載建

築物であるものを除く。以下「特定既存耐震不適格建築物」という。）の所有者は、当該特定既

存耐震不適格建築物について耐震診断を行い、その結果、地震に対する安全性の向上を図る必

要があると認められるときは、当該特定既存耐震不適格建築物について耐震改修を行うよう努

めなければならない。 

⑴ 学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、老人ホームその他
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多数の者が利用する建築物で政令で定めるものであって政令で定める規模以上のもの 

⑵ 火薬類、石油類その他政令で定める危険物であって政令で定める数量以上のものの貯蔵場

又は処理場の用途に供する建築物 

⑶ その敷地が第５条第３項第２号若しくは第３号の規定により都道府県耐震改修促進計画に

記載された道路又は第６条第３項の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された道路に

接する通行障害建築物 

（特定既存耐震不適格建築物に係る指導及び助言並びに指示等） 

第１５条 所管行政庁は、特定既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確

保するため必要があると認めるときは、特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針

事項を勘案して、特定既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び

助言をすることができる。 

２ 所管行政庁は、次に掲げる特定既存耐震不適格建築物（第１号から第３号までに掲げる特定

既存耐震不適格建築物にあっては、地震に対する安全性の向上を図ることが特に必要なものと

して政令で定めるものであって政令で定める規模以上のものに限る。）について必要な耐震診断

又は耐震改修が行われていないと認めるときは、特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、

技術指針事項を勘案して、必要な指示をすることができる。 

⑴ 病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する特定

既存耐震不適格建築物 

⑵ 小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用する

特定既存耐震不適格建築物 

⑶ 前条第２号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物 

⑷ 前条第３号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物 

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた特定既存耐震不適格建築物の所有者が、正当

な理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

４ 所管行政庁は、前２項の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、特

定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、特定既存耐震不適格建築物の地震に対する安全性に

係る事項に関し報告させ、又はその職員に、特定既存耐震不適格建築物、特定既存耐震不適格

建築物の敷地若しくは特定既存耐震不適格建築物の工事現場に立ち入り、特定既存耐震不適格

建築物、特定既存耐震不適格建築物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査さ

せることができる。 

５ 第１３条第１項ただし書、第２項及び第３項の規定は、前項の規定による立入検査について

準用する。 

（一定の既存耐震不適格建築物の所有者の努力等） 

第１６条 要安全確認計画記載建築物及び特定既存耐震不適格建築物以外の既存耐震不適格建築

物の所有者は、当該既存耐震不適格建築物について耐震診断を行い、必要に応じ、当該既存耐

震不適格建築物について耐震改修を行うよう努めなければならない。 

２ 所管行政庁は、前項の既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確保す

るため必要があると認めるときは、当該既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針事項

を勘案して、当該既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言

をすることができる。 

（計画の認定） 

第１７条 建築物の耐震改修をしようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、建築物

の耐震改修の計画を作成し、所管行政庁の認定を申請することができる。 

２ 前項の計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

⑴ 建築物の位置 

⑵ 建築物の階数、延べ面積、構造方法及び用途 

⑶ 建築物の耐震改修の事業の内容 

⑷ 建築物の耐震改修の事業に関する資金計画 

⑸ その他国土交通省令で定める事項 

３ 所管行政庁は、第一項の申請があった場合において、建築物の耐震改修の計画が次に掲げる
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基準に適合すると認めるときは、その旨の認定（以下この章において「計画の認定」という。）

をすることができる。 

⑴ 建築物の耐震改修の事業の内容が耐震関係規定又は地震に対する安全上これに準ずるも

のとして国土交通大臣が定める基準に適合していること。 

⑵ 前項第４号の資金計画が建築物の耐震改修の事業を確実に遂行するため適切なものであ

ること。 

⑶ 第１項の申請に係る建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分が耐震関係

規定及び耐震関係規定以外の建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合

せず、かつ、同法第３条第２項の規定の適用を受けているものである場合において、当該建

築物又は建築物の部分の増築、改築、大規模の修繕（同法第２条第１４号に規定する大規模

の修繕をいう。）又は大規模の模様替（同条第１５号に規定する大規模の模様替をいう。）を

しようとするものであり、かつ、当該工事後も、引き続き、当該建築物、建築物の敷地又は

建築物若しくはその敷地の部分が耐震関係規定以外の同法又はこれに基づく命令若しくは

条例の規定に適合しないこととなるものであるときは、前２号に掲げる基準のほか、次に掲

げる基準に適合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、

当該工事後も、引き続き、当該建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分

が耐震関係規定以外の建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合しな

いこととなることがやむを得ないと認められるものであること。 

ロ 工事の計画（二以上の工事に分けて耐震改修の工事を行う場合にあっては、それぞれの

工事の計画。第５号ロ及び第６号ロにおいて同じ。）に係る建築物及び建築物の敷地につい

て、交通上の支障の度、安全上、防火上及び避難上の危険の度並びに衛生上及び市街地の

環境の保全上の有害の度が高くならないものであること。 

（略） 

（区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定） 

第２５条 耐震診断が行われた区分所有建築物（二以上の区分所有者（建物の区分所有等に関す

る法律（昭和３７年法律第６９号）第２条第２項に規定する区分所有者をいう。以下同じ。）が

存する建築物をいう。以下同じ。）の管理者等（同法第２５条第１項の規定により選任された管

理者（管理者がないときは、同法第３４条の規定による集会において指定された区分所有者）

又は同法第４９条第１項の規定により置かれた理事をいう。）は、国土交通省令で定めるところ

により、所管行政庁に対し、当該区分所有建築物について耐震改修を行う必要がある旨の認定

を申請することができる。 

２ 所管行政庁は、前項の申請があった場合において、当該申請に係る区分所有建築物が地震に

対する安全上耐震関係規定に準ずるものとして国土交通大臣が定める基準に適合していないと

認めるときは、その旨の認定をすることができる。 

３ 前項の認定を受けた区分所有建築物（以下「要耐震改修認定建築物」という。）の耐震改修が

建物の区分所有等に関する法律第１７条第１項に規定する共用部分の変更に該当する場合にお

ける同項の規定の適用については、同項中「区分所有者及び議決権の各４分の３以上の多数に

よる集会の決議」とあるのは「集会の決議」とし、同項ただし書の規定は、適用しない。 
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（３）建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（平成７年１２月２２日政令第４２９号） 

（抜粋） 

 

（耐震不明建築物の要件） 

第３条 法第５条第３項第１号の政令で定めるその地震に対する安全性が明らかでない建築物は、

昭和５６年５月３１日以前に新築の工事に着手したものとする。ただし、同年６月１日以後に

増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替の工事（次に掲げるものを除く。）に着手し、建

築基準法第７条第５項、第７条の２第５項又は第１８条第１８項の規定による検査済証の交付

（以下この条において単に「検査済証の交付」という。）を受けたもの（建築基準法施行令第１

３７条の１０第１号に定める建築物の部分（以下この条において「独立部分」という。）が２以

上ある建築物にあっては、当該２以上の独立部分の全部について同日以後にこれらの工事に着

手し、検査済証の交付を受けたものに限る。）を除く。 

⑴ 建築基準法第８６条の８第１項の規定による認定を受けた全体計画に係る２以上の工事の

うち最後の工事以外の増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替の工事 

⑵ 建築基準法施行令第１３７条の２第３号に掲げる範囲内の増築又は改築の工事であって、

増築又は改築後の建築物の構造方法が同号イに適合するもの 

⑶ 建築基準法施行令第１３７条の１２第１項に規定する範囲内の大規模の修繕又は大規模の

模様替の工事 
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（４）建築基準法（昭和２５年５月２４日法律第２０１号）（抜粋） 

 

（保安上危険な建築物等に対する措置） 

第１０条 特定行政庁は、第６条第１項第１号に掲げる建築物その他政令で定める建築物の敷地、

構造又は建築設備（いずれも第３条第２項の規定により第２章の規定又はこれに基づく命令若

しくは条例の規定の適用を受けないものに限る。）について、損傷、腐食その他の劣化が進み、

そのまま放置すれば著しく保安上危険となり、又は著しく衛生上有害となるおそれがあると認

める場合においては、当該建築物又はその敷地の所有者、管理者又は占有者に対して、相当の

猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用中止、使用制

限その他保安上又は衛生上必要な措置をとることを勧告することができる。 

２ 特定行政庁は、前項の勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなか

つた場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、

その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

３ 前項の規定による場合のほか、特定行政庁は、建築物の敷地、構造又は建築設備（いずれも

第３条第２項の規定により第２章の規定又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の適用を受

けないものに限る。）が著しく保安上危険であり、又は著しく衛生上有害であると認める場合に

おいては、当該建築物又はその敷地の所有者、管理者又は占有者に対して、相当の猶予期限を

付けて、当該建築物の除却、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用禁止、使用制限その他保

安上又は衛生上必要な措置をとることを命ずることができる。 

４ （略） 

（適用の除外） 

第３条 （略） 

２ この法律又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の施行又は適用の際現に存する建築物若

しくはその敷地又は現に建築、修繕若しくは模様替の工事中の建築物若しくはその敷地がこれ

らの規定に適合せず、又はこれらの規定に適合しない部分を有する場合においては、当該建築

物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分に対しては、当該規定は、適用しない。 

３ （略） 

（報告、検査等） 

第１２条 第６条第１項第１号に掲げる建築物で安全上、防火上又は衛生上特に重要であるもの

として政令で定めるもの（国、都道府県及び建築主事を置く市町村の建築物（以下この項及び

第３項において「国等の建築物」という。）を除く。）及び当該政令で定めるもの以外の特定建築

物（同号に掲げる建築物その他政令で定める建築物をいう。以下この条において同じ。）で特定

行政庁が指定するもの（国等の建築物を除く。）の所有者（所有者と管理者が異なる場合におい

ては、管理者。第三項において同じ。）は、これらの建築物の敷地、構造及び建築設備について、

国土交通省令で定めるところにより、定期に、一級建築士若しくは二級建築士又は建築物調査

員資格者証の交付を受けている者（次項及び次条第三項において「建築物調査員」という。）に

その状況の調査（これらの建築物の敷地及び構造についての損傷、腐食その他の劣化の状況の

点検を含み、これらの建築物の建築設備及び防火戸その他の政令で定める防火設備（以下「建

築設備等」という。）についての第３項の検査を除く。）をさせて、その結果を特定行政庁に報告

しなければならない。 

２ （略） 

３ 特定建築設備等（昇降機及び特定建築物の昇降機以外の建築設備等をいう。以下この項及び

次項において同じ。）で安全上、防火上又は衛生上特に重要であるものとして政令で定めるもの

（国等の建築物に設けるものを除く。）及び当該政令で定めるもの以外の特定建築設備等で特定

行政庁が指定するもの（国等の建築物に設けるものを除く。）の所有者は、これらの特定建築設

備等について、国土交通省令で定めるところにより、定期に、一級建築士若しくは二級建築士

又は建築設備等検査員資格者証の交付を受けている者（次項及び第１２条の３第２項において

「建築設備等検査員」という。）に検査（これらの特定建築設備等についての損傷、腐食その他

の劣化の状況の点検を含む。）をさせて、その結果を特定行政庁に報告しなければならない。 
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（５）建築基準法施行令（昭和２５年１１月１６日政令第３３８号）（抜粋） 

 

（屋根ふき材等） 

第３９条 屋根ふき材、内装材、外装材、帳壁その他これらに類する建築物の部分及び広告塔、

装飾塔その他建築物の屋外に取り付けるものは、風圧並びに地震その他の震動及び衝撃によつ

て脱落しないようにしなければならない。 

２ 屋根ふき材、外装材及び屋外に面する帳壁の構造は、構造耐力上安全なものとして国土交通

大臣が定めた構造方法を用いるものとしなければならない。 

３ 特定天井（脱落によつて重大な危害を生ずるおそれがあるものとして国土交通大臣が定める

天井をいう。以下同じ。）の構造は、構造耐力上安全なものとして、国土交通大臣が定めた構造

方法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたものとしなければならない。 

４ 特定天井で特に腐食、腐朽その他の劣化のおそれのあるものには、腐食、腐朽その他の劣化

しにくい材料又は有効なさび止め、防腐その他の劣化防止のための措置をした材料を使用しな

ければならない。 
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（６）特定天井及び特定天井の構造耐力上安全な構造方法を定める件（抜粋） 

（平成２５年８月５日国土交通省告示第７７１号） 

 

建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第３９条第３項の規定に基づき、特定天井を

第２に、特定天井の構造方法を第３に定める。 

第１ （略） 

第２ 特定天井 

特定天井は、吊り天井であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 居室、廊下その他の人が日常立ち入る場所に設けられるもの 

⑵ 高さが６ｍを超える天井の部分で、その水平投影面積が２００㎡を超えるものを含むもの 

⑶ 天井面構成部材等の単位面積質量（天井面の面積の１㎡当たりの質量をいう。以下同じ。）

が２kgを超えるもの 

第３ （略） 

 


